
はじめに

　戦前日本における小学校教員の養成と供給が師範学
校によるそれに尽きるものでなかったことはよく知ら
れたことである。統計数値が残っている昭和 年代前
半においてさえ、小学校教員総数に占める師範学校卒
業者（以下、師範卒者と略記）の割合が 割に過ぎな
かった事実 、そして何よりも単年度当たりの免許状
取得者総数に占める師範卒者の割合が明治期以降ほぼ
一貫して ～ 割台に過ぎなかった事実が、このこと
を物語っている。このことは、師範学校卒業以外の方
法（以下、非師範学校系統という）による免許状取得
者がきわめて多数存在したこと、そして彼・彼女らの
存在がなければそもそもわが国の小学校教育が成り立
ちゆかなかったことを示している。明治以降の小学校
教育は、実際には、この大量の非師範学校系統の教員
によって担われてきた部分が大きいのである。
　非師範学校系統 とは、いうまでもなく、小学校教
員検定による免許状取得の方法をさしている。それは
さらに無試験検定と試験検定のふたつの方法から構成

されていた。この教員検定については、これまでも研
究成果が蓄積されてきたし 、筆者も数編の論考で研
究成果の一端を報告してきた 。しかしながら、従来
の研究では、教員検定の制度的枠組みの解説や『文部
省年報』に依拠した数量的把握に止まっており、その
実施過程にまで踏み込んだ検討がなされてきたとはい
い難い。もちろん、制度的枠組みと数量的把握で歴史
認識が十分だというのならば、実施過程の検討は不要
であろう。しかしそれでは、非師範学校系統の免許取
得方法の実際が見えてこないし、したがってそれは、
この種の教員の力量の推定と入職後の力量向上方策
（講習の受講など）の解明をも不問に付してしまうこ
とになる。小学校教員界は、今日考えられる以上に多
様な方法とルートによって免許状を取得した者から構
成され、そうした出自（取得方法）と種別（免許種別）
を異にした教員の同居性という点にこそ特徴があった
のではないのか。だとするならば、師範教育（学校）
史の観点からのみ小学校教員のあり様とその力量を裁
断してしまうことには慎重でなければならない。翻っ
てそれは、戦前日本の小学校教員界において師範卒者
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　横須賀薫「教員養成制度の歴史的検討」〔国民教育研究所『国民教育研究所年報』 年度〕。横須賀は、昭和 年度～ 年度に関
して、文部省「師範学校ニ関スル調査」からこの数値を算出している。
　師範学校本科卒業以外の方法をこう呼ぶことにする。師範学校簡易科卒業者、教員講習科修了者も無試験検定による免許状上進の
対象になっているので、非師範学校系統に含めている。



が占めた位置と果たした役割の究明をも曖昧なものに
してしまうに違いない。このような観点に立脚するな
らば、教員検定のより詳細な検討は不可欠の作業と
なってくるはずである。
　本稿は、こうした非師範学校系統の教員養成の実態
を解明しようとする研究の一環に位置づくものであ
る。とりわけ本稿では、これまでほとんど検討がくわ
えられることのなかった小学校教員無試験検定の内実
に迫ろうとするものである 。無試験検定による免許
状取得者は毎年度恒常的に存在したし、なおかつそれ
はほぼすべての免許種別に亘っていた。にもかかわら
ず、小学校教員全体の少なからぬ部分を占めたこの無
試験検定合格者が、どのような修学歴をもつ者であ
り、またどのような事項をどんな方法によって認定さ
れて免許状を授与されたのかについて、ほとんど解明
されていない研究状況にある。
　もちろん、こうした研究状況には理由があるであろ
う。教員検定が府県単位で実施されていたこと、なか
でも無試験検定は行政当局内部での認定という手続き
であったこと、それゆえに府県単位の行政過程に深く
入り込んだ検討を行わなければその実際が見えてこな
いという、研究上の困難さである。そこで本稿では、
宮城県を事例とし、時期を （明治 ）年から
（大正 ）年ごろまでに限定して、分析を試みること
にする。宮城県をとりあげるのは、「宮城県庁文書」（行
政文書）の教員検定関係文書を有効に活用し得るから
であり、また上記のような研究状況においては事例研
究が必要だと考えるからである。時期を限定したの

は、教員検定制度の大枠が確定するのが第三次小学校
令（ 年）においてであること、そして 年代半
ば以降は教員検定に占める無試験検定の比率が急激に
上昇するとともに、その運用における多様化とでもい
うべき変化が見られるようになるからである。した
がって、本稿では、制度的に確立した時期における無
試験検定運用の実際を宮城県を事例として検討するこ
とになる。
　免許行政は今も昔も複雑で煩雑であり、その実施過
程は実に煩瑣な実務的処理という様相を濃厚にもって
いる。したがって、それを対象とする研究も実に細か
い根気の要る作業を強いられることになる。本稿で
は、敢えて、この〈外〉からは見えることのない実施
過程に分け入って事実を丹念に掘り起こすことに努め
たい。そうすることが、無試験検定による免許状取得
者の力量の推定にもつながると考えるからである。ま
た、歴史的事実をどう解釈するのかということも重要
であるが、無試験検定の研究状況に鑑みれば、それに
先だって歴史的事実を積み重ねる段階にあると判断す
るからである。

Ⅰ　無試験検定の位置

　小学校教員免許状授与者全体のなかで無試験検定は
どの程度の位置を占めたのか。はじめに、『文部省年
報』所載の教員免許状授与人員を検討することによっ
て、つまり結果の側から検討することによって、この
ことを確かめておきたい 。
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　先行研究の動向については拙稿（後掲・注 ①）において言及したので、ここでは列記するに止める。①前掲・横須賀薫「教員養
成制度の歴史的検討」、②牧昌見『日本教員資格制度史研究』風間書房、 年、③『日本近代教育百年史』第四巻（第四編第四章）、
年（佐藤秀夫執筆）、④『同上書』第四巻（第五編第四章）（山田昇執筆）、⑤『同上書』第五巻（第六編第四章）、 年（林

三平執筆）、⑥『同上書』第五巻（第七編第四章）（篠田弘執筆）、⑦長野県教育史刊行会編『長野県教育史』第二巻（第三章第五節）、
年（上條宏之執筆）、⑧『同上書』第三巻（第四章第五節、第五章第五節）、 年（上條宏之執筆）、⑨佐竹道盛「森文政期

における小学校教員学力検定試験の実態」〔『北海道教育大学紀要（第一部 ）』 ‐ 、 年〕、⑩同「森文政期における小学簡易
科教員検定の実態」〔北海道教育大学函館人文学会『人文論究』 ‐ 、 年〕、⑪梶山雅史「京都府教育会の教員養成事業」〔本
山幸彦編『京都府会と教育政策』日本図書センター、 年〕、⑫佐竹道盛「第一次小学校令下の小学校学力検定試験の内容と教
師像」〔『北海道教育大学紀要（第一部 ）』 ‐ 、 年〕、⑬野村新ほか『教員養成史の二重構造的特質に関する実証的研究』溪
水社、 年、⑭梶山雅史「変則的小学校教員養成ルート－教育会の教員養成事業－」〔日本教育史研究会・サマーセミナー（
年 月 日）での配付資料〕、⑮同「もう一つの教員養成システム－地方教育会教員講習会が投げかけるもの－」〔日本教育史研究
会「日本教育史往来」№ （ 年 月）〕、⑯岐阜県教育委員会『岐阜県教育史』通史編近代一（第二部第四章、第三部第四章）、
年（梶山雅史執筆）、⑰井上恵美子編『戦前日本の初等教員に求められた教職教養と教科専門教養に関する歴史的研究』〔平成

～平成 年科学研究費補助金研究成果報告書〕 年 月所収の諸論考（執筆者は、井上恵美子、笠間賢二、船寄俊雄、疋田祥人、
坂口謙一・内田徹、丸山剛史）。
　①笠間賢二「小学校教員検定に関する基礎的研究」〔『宮城教育大学紀要』第 巻、 年 月〕、②同「Ⅱ 小学校教員検定制度の
運用と実際　 宮城県の場合」〔前掲・井上恵美子編『戦前日本の初等教員に求められた教職教養と教科専門教養に関する歴史的
研究』所収〕、③同「小学校教員検定制度研究の必要性」〔日本教育史研究会「日本教育史往来」№ （ 年 月）〕、④同「宮
城県教育会の教員養成事業」〔梶山雅史編著『近代日本教育会史研究』学術出版会、 年〕。

　管見のかぎり坂口謙一の研究が唯一ではないかと思われる。坂口謙一「Ⅱ小学校教員検定制度の運用と実際　 東京府の場合」〔前
掲・井上恵美子編『戦前日本の初等教員に求められた教職教養と教科専門教養に関する歴史的研究』所収〕。



　〔表 〕は、授与人員の総数を、その取得方法によっ
て師範卒、無試験検定、試験検定に分けてみたもので
ある 。この表によれば、本稿が対象とする時期は、
無試験検定の比率がとくに高いわけではない。 年
代後半以降、無試験検定の比率がほぼ恒常的に 割を
こえる値を示すのと比べると、 ～ 割台にとどまっ
ている年度が多い。比率でみると、もっとも高いのは

（明治 ）年度の ％（ 名）であり、もっと
も低いのは （大正 ）年度の ％（ 名）であ
る。これを人数でみると、もっとも多いのは （明
治 ）年度の 名（ ％）であり、もっとも少な
いのは 年度の 名（ ％）である。もちろん、
比率は当該年度の免許状授与者総数によって変動する
のであって、この間の授与者総数が 名（ 年）
から 名（ 年）まで大きな幅があることを考え
れば、無試験検定の比率に大きな幅があることもまた
当然である。しかし、確実にいえることは、人数や比
率におおきな幅があるにしても、免許状授与者のなか
に無試験検定による取得者が毎年度恒常的に存在した
ということである。この事実が重要である。それは、
師範学校卒業でもなく、また検定試験を受験するでも
なく、無試験という方法によって免許状を授与された
者が、毎年度、恒常的に輩出されていたことを意味し
たからである。
　では、これを免許種別ごとにみると何が見えてくる

のか。いい方を換えれば、無試験検定によって輩出さ
れたのはどの免許種別の教員であったのかという点で
ある。〔表 〕～〔表 〕は、〔表 〕と同様に、小学
校本科正教員（以下、小本正と略記）、尋常小学校本
科正教員（以下、尋本正と略記）、小学校専科正教員（以
下、小専正と略記）、小学校准教員（以下、小准と略記）、
尋常小学校准教員（以下、尋准と略記）のそれぞれに
ついて、師範卒、無試験検定、試験検定に分けてみた
ものである 。
　小本正から順次検討してみよう。師範卒は毎年度ほ
ぼ ～ 割を占めていた。これは当然である。一方、
試験検定による小本正免許状取得者は、通年的にみて
も、きわめて僅少であることが判る。このことは、試
験検定によって師範学校本科卒業に相当する小本正免
許状を取得することがきわめて困難であったことを物
語っていた 。無試験検定による取得者は、年度によっ
ては 割をこえる場合（ 年、 ％）もあったが、
師範卒の増加に伴ってその比率を低下させ、概してい
えば 割以下に止まっていたとみてよい。要約すれ
ば、有資格最上位に位置する小本正免許状の取得者
は、その圧倒的多数が師範学校によって供給され、そ
れを補う形で無試験検定によって輩出されていたと捉
えることができる。
　つぎに尋本正について。師範卒は簡易科卒業者以外
には存在しない。 （明治 ）から （明治 ）
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　〔表 〕～〔表 〕の標題を「免許状授与人員」と一括しているが、厳密にいえば、これは正確ではない。『文部省年報』において、
無試験検定と試験検定の数値が免許種別ごとに記載されるようになるのは （明治 ）年度からである。それ以前は統計表の様
式が異なっているのであり、正確にいえば、 （明治 ）年度までの無試験と試験の数値は、検定合格者数の数値であって免許
状授与人員の数値ではない。経年的にみたいのでこのような表を作成したが、作成にあたってつぎのような数値の拾い方をしたこ
とをあらかじめ断っておきたい。⑴ 年から 年までは、無試験検定は甲種検定、試験検定は乙種検定の数値である。⑵
年から 年までについて。①師範卒は「小学校教員検定　地方ニ於ケル検定」の表に「甲種検定合格者」として記載してある数
値を用いた。②甲種検定合格者は同じ表に記載されている数値を用いた。③乙種検定合格者は同じ表に記載されている「乙種検定
合格者」の数値を用いた。⑶ 年から 年までについて。①この年度から「小学校教員府県免許状授与人員」の表が掲載される。
しかし、この表では、授与人員は判っても、それが無試験・試験の何れによるものなのかは判らない。そこで、無試験・試験とも
に「小学校教員検定　地方ニ於ケル検定（無試験検定合格者）」「同（試験検定合格者）」（ 年までと同じ様式）の表の数値を用
いた。②師範卒は「小学校府県免許状授与人員」の数値を用いた。師範卒は本科および簡易科卒業者の数値である。なお、簡易科
卒業者は、簡易科の廃止（ 年）にともなって、 年度からはなくなる。⑷ 年度以降について。①この年度から、「小学
校教員府県免許状授与人員」の表に、すべての免許種別について無試験と試験の欄が設けられ、取得方法が明記されるようになる。
したがって、この年度以降は、この授与人員の表の数値を用いた。なお、 年から、府県免許状の廃止（地域制限の撤廃）により、
上記の表は「小学校教員免許状授与人員」に名称が変更された。⑸したがって、検定合格者数と免許状授与者数の「総計」が一致
しない年度がみられることはお断りしておきたい。
　念のためにつぎのような作業をしてみた。『宮城県報』（ 年度から『宮城県公報』）には、免許状授与結果がその都度「告示」
として公示される。免許種別ごとに授与者名を示す形式がとられ、そこからは師範卒、試験検定、無試験検定の違いがおおよそ判
るようになっている。しかしながら、『宮城県報』の「告示」を逐一拾って年度ごとに集計した数値と、『文部省年報』の数値とが
一致しないことがある。その理由は現段階では判らない。統計処理上の理由かもしれない。たとえば、臨時試験検定による免許状
授与者数を、統計処理上は、無試験検定のカテゴリーで処理しているのではないかと推測される年度もある。本稿では、『文部省
年報』の数値に依拠して論を進めることを基本原則とし、個別事例の分析で『宮城県報』や「宮城県庁文書」の史資料を活用して
いくことにする。この数値の不一致については今後の検討課題としたい。
　 年から 年まで、尋常小学校専科准教員という免許種別があったが、経年的変化を見るために、その数値は除いてある。
　受験者がいなかったわけではもちろんない。しかしその合格率（合格者／検定人員）はきわめて低かった。
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〔表 〕小学校教員免許状授与人員（宮城県－全体）

師範卒 無試験 試　験 合　計

男 女 計（ ） ｄ
（％） 男 女 計（ ）ｂ ｄ

（％） 男 女 計（ ）ｃ ｄ
（％） 男 女 計（ ）

（注）『文部省年報』から作成。ただし、脚注 を参照のこと。
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〔表 〕小学校教員免許状授与人員（宮城県－小・本・正）

師範卒 無試験 試　験 合　計

男 女 計（ ） ｄ
（％） 男 女 計（ ）ｂ ｄ

（％） 男 女 計（ ）ｃ ｄ
（％） 男 女 計（ ）

‐

（注）『文部省年報』から作成。ただし、脚注 を参照のこと。
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〔表 〕小学校教員免許状授与人員（宮城県－尋・本・正）

師範卒 無試験 試　験 合　計

男 女 計（ ） ｄ
（％） 男 女 計（ ）ｂ ｄ

（％） 男 女 計（ ）ｃ ｄ
（％） 男 女 計（ ）

（注）『文部省年報』から作成。ただし、脚注 を参照のこと。
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〔表 〕小学校教員免許状授与人員（宮城県－小・専・正）

師範卒 無試験 試　験 合　計

男 女 計（ ） ｄ
（％） 男 女 計（ ）ｂ ｄ

（％） 男 女 計（ ）ｃ ｄ
（％） 男 女 計（ ）

（注）『文部省年報』から作成。ただし、脚注 を参照のこと。
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〔表 〕小学校教員免許状授与人員（宮城県－小・准）

師範卒 無試験 試　験 合　計

男 女 計（ ） ｄ
（％） 男 女 計（ ）ｂ ｄ

（％） 男 女 計（ ）ｃ ｄ
（％） 男 女 計（ ）

　

（注）『文部省年報』から作成。ただし、脚注 を参照のこと。
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〔表 〕小学校教員免許状授与人員（宮城県－尋・准）

師範卒 無試験 試　験 合　計

男 女 計（ ） ｄ
（％） 男 女 計（ ）ｂ ｄ

（％） 男 女 計（ ）ｃ ｄ
（％） 男 女 計（ ）

　

（注）『文部省年報』から作成。ただし、脚注 を参照のこと。



年度までの 年間の尋本正免許状取得者は、すべて簡
易科卒業者である 。無試験検定による尋本正免許状
取得者は、この時期に限らず、恒常的に存在した。

（明治 ）～ （明治 ）年度の 年間と
（大正 ）年度には、試験検定よりも多くの取得者を
輩出している。しかし、それ以外の年度では、試験検
定による取得者の方がむしろ優勢である。担当が尋常
科に限定された尋本正免許状の取得者は、試験検定と
無試験検定とによって輩出されていたと捉えることが
できる。
　小専正については、この時期、試験検定による取得
者が多数を占めていた。無試験検定による取得者がい
ないわけではないが、その人数は、 年代後半から
の小専正免許状取得者の大量輩出に比べれば、圧倒的
に少ない。ちなみに、 年代後半の無試験検定によ
る免許状取得者の比率の上昇は（〔表 〕参照）、この
小専正の大量取得によるものである。
　小准について。試験検定による取得者は、 年（明
治 ）前後にごく少数存在するだけであり、小准免許
状については、ほぼ無試験検定によって供給されてい
たと断言してよい。ちなみに、師範卒は、上記の簡易
科卒の尋本正免許状取得者が、同時に小准の免許状を
授与されたものである 。
　尋准について。師範卒者は、当然のことながら、存
在しない。無試験検定による取得者もいないわけでは
ないが、人数も比率もごく僅かである。有資格最初級
の尋准免許状授与者はほぼ試験検定による取得者に
よって占められていたと捉えてよい。
　以上をまとめるとつぎのようにいうことができよ
う。第一は、師範学校が供給したのはほぼ有資格最上
位の小本正だけであり、それ以外の免許種別の教員は
教員検定による免許状取得者であったこと、第二は無
試験検定によって輩出されたのはおもに小本正、尋本
正、小准の免許状取得者であったこと、第三は試験検
定によって輩出されたのはおもに尋本正、小専正、尋
准の免許状取得者であったこと、以上である。冷静に
考えてみれば容易に判るように、入学定員に限りの
あった師範学校の卒業者によってのみわが国の小学校
教育が成り立つはずもなかったのであり、教員検定に

よる免許状取得者の存在があってはじめて、それは遂
行し得たのであった。そして、この教員検定による免
許状取得者の一定部分を無試験検定合格者が占めてい
たのである。

Ⅱ　無試験検定制度の運用

　無試験検定がどのように実施されたのかを検討する
のに先立って、ここでは、その運用上の原則とでもい
うべき制度的枠組みについて整理し検討をくわえてお
きたい。
　無試験検定の対象となり得る者は小学校令施行規則
によって規定されていた。 （明治 ）年 月 日
の改正時点（文部省令第 号）でみてみると、つぎの
者を対象として、免許種別ごとに規定された科目と程
度（第 条～第 条）に対照して、「学力、性行、
及身体ニ就キ之ヲ行フ」とされていた（第 条、第
条）。①師範学校・中学校・高等女学校教員の免許

状を有する者、②文部省直轄学校において特定科目に
ついて教職に適する教育を受けて卒業した者、③中学
校又は高等女学校を卒業した者、④いわゆる認定学校
を卒業した者、⑤他府県で小学校教員免許状を授与さ
れた者、⑥その他府県知事が「特ニ適任」と認めた者、
以上が対象者である。この 種の対象者のなかで相対
的に多数を占めたのは③～⑤であり、なかでも③の中
学校・高等女学校の卒業者（以下、中・高女卒者と略
記）がもっとも多かった。⑥は学歴不問の検定として
運用されており、「特別検定」と称されることもあっ
た（⑥についてはⅣでまとめて検討する）。
　無試験検定に関する小学校令レベルでの規定はほぼ
これに尽きていた。その具体的運用は、府県ごとに設
けられた「小学校教員検定委員会」（施行規則第 条）
によって行われることになるが、その際の則るべき基
準として定められたのが府県ごとの「検定内規」で
あった。施行規則では、たとえば中・高女卒者が無試
験検定の対象者となり得ることが規定されていても、
彼・彼女らがどの種類の免許状を授与されるのかは規
定されてはいない。それは府県の「検定内規」におい
て定められていたのである。
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　たとえば、｢告示第 号｣（ 年 月 日）〔『宮城県報』第 号〕。



　宮城県の場合、この時期には、ふたつの「検定内規」
を確認することができる。ひとつは「小学校教員無試
験検定標準内規」 であり、もうひとつは「小学校教
員検定内規」である。前者の「標準内規」がいつご
ろ制定されたのかは現段階で確認できていないが、明
治末年にはこの「標準内規」にしたがって無試験検定
が運用されていることから判断すると、恐らくは、

（明治 ）年の小学校令中改正に伴って制定され
たものだと推測される。後者の「検定内規」は、
（大正 ）年に制定されたものであり、無試験検定と
試験検定の両者について詳細に規定され、これ以後の
教員検定全般の基本的基準とされたものである。
　前者の「標準内規」の要点はこうである。①中・高
女卒者は、卒業と同時に小准免許状を取得することが
可能であった。②中・高女卒者は、卒業時の成績が卒
業生総員の ／ 以内であること、かつ小学校教員と
して 箇年（中学校）あるいは 箇年（高等女学校）
勤務すれば、尋本正免許状を取得することが可能で
あった。③中・高女卒者は、卒業時の成績が総員の
／ 以内であること、かつ小学校教員として 箇年
（中学校）あるいは 箇年（高等女学校）勤務すれば、
小本正免許状を取得することが可能であった。つまり
は、中学校・高等女学校卒業と教員資格とが小准免許
状の授与という点で連動していたのであり、その上位
に位置する尋本正・小本正免許状は、卒業時の学業成
績の如何とその後の勤務年数の多寡によって上進可能
となる仕組みがとられていたのである。さらに、もう
ひとつ重要なことは、免許状上進の際に、師範学校で
課されていた「教育科」の習得が必須要件と明定され
ることはなかったことである。ただし、この部分につ
いての認定手続きがまったくなかったわけではなく、
実際には、小学校教員検定委員会（常任委員会）によ
る「実地授業視察」が手続きとして組み込まれていた
のである。この点はのちに項目を立てて検討すること
にする。
　後者の「検定内規」の場合はどうか。卒業時の成績
条件は緩和されていたが、基本的要点は前者と同じで
ある。つまり、①官公私立の中学校または高等女学校
本科卒業者（いわゆる認定学校の卒業者を含む）は、

卒業と同時に小准・尋准の免許状を取得することが可
能であり、②その後の勤務年数の多寡によって尋本
正・小本正への上進が可能とされていた。尋本正につ
いては 箇年（中学校）あるいは 箇年（高等女学校）
の勤務が、小本正についてはこれにくわえて 箇年の
勤務で、それぞれ上進が可能とされていた。③卒業時
の成績については、小本正への上進の際に優遇される
にとどまった。つまり、卒業生総員の ／ 以内であ
り、 箇年（中学校）あるいは 箇年（高等女学校）
在職すれば、小本正の免許状を取得することが可能で
あるとされた。在職年限の点で優遇（つまり短縮）さ
れていたことになる。また、④小専正についても規定
され、官公私立の甲種実業学校又は高等女学校実科、
実科高等女学校の卒業者は、卒業時の成績が総員の
／ 以上であり、かつ 箇年以上本県小学校教育に従
事すれば、小専正の免許状を取得することが可能で
あった。前者の「標準内規」と比べて、私立の中学校・
高等女学校卒業者が対象者として明記された点、さら
に卒業時の成績条件が緩和されている点で、後者の
「検定内規」は無試験検定の間口をより拡げるもので
あったことが判る。
　以上の「内規」類は、無試験検定に関するかぎり、
免許状の授与基準であるとともに、より多くの条項を
免許状の上進に関する規定に割いていた。中・高女卒
を初級免許状の授与基準とし、その後の上進は基本的
には勤務年数の多寡によって認定するという方式がと
られていたのである。無試験検定は、中等学校卒業者
を小学校教員界に呼び込む窓口として用意されていた
が、その免許状授与の仕方は勤務年数の多寡を条件に
上進させるという階層的システムとして構築され、機
能させられていたのである。そして、ここから見えて
くる小学校教員の力量とは、何よりもまず中学校・高
等女学校卒業によって担保される学力（今日の教科専
門教養）に求められ、教職専門教養については、教職
実務経験の積み重ねによって職務遂行に必要な教育技
術の習得が可能であるという考え方に立脚していたと
捉えることができる。
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　「小学校教員無試験検定標準内規」〔「宮城県庁文書　学校教職員　大正 年　 ‐ 」〕。
　「小学校教員検定内規」（ 年 月 日知事決済。両師範学校長および郡市長宛送付）〔「宮城県庁文書　学校教職員　大正 年　
‐ 」〕。



Ⅲ　無試験検定の実施過程（ ）

　それでは無試験検定は実際にどのように行われてい
たのか。つぎの三点を明らかにすることを目標に実施
過程を詳細に検討することにしたい。一つ目は合格者
の修学歴や職歴を含めた履歴事項の如何である。二つ
目は免許状の上進、とりわけ准教員から正教員への上
進がどのように認定されたのかという点である。三つ
目は、上記二点を含むことであるが、出願者のどのよ
うな事項がどのような方法によって認定されたのかと
いう点である。まとめていえば、履歴事項と認定手続
きとを突き合わせることによって、免許状取得者の免
許取得要件の実際を可能な限り明らかにすることに努
めたい。
　とはいえ、このことを明らかにすることだけでも容
易なことでない。むしろ、きわめて煩雑な作業の積み
重ねを経なければ明らかにし得ないことがらである。
理由はふたつある。ひとつは、それが行政当局内部（主
要には小学校教員検定委員会）で行われた行為だから
であり、その過程に踏み込んでいかなければ実際が見
えてこない点である。本稿では、「宮城県庁文書」（行
政文書）のなかの教員検定関係簿冊を仔細に紐解くこ
とによって、この点を解明していきたい。もうひとつ
の理由は、郡市長による出願書類の進達という手続き
がとられていたとはいえ、無試験検定が基本的には個
人単位の出願であり、しかもそれが「随時」（施行規
則第 条）とされていたからである。つまり、出願
者の数だけ事例が存在するのである。したがって、特
定個人についてその出願から免許状授与までを個別的
に追跡していかざるを得ない場合があり、当然のごと
く、その作業量は膨大なものになる。そこで本稿では
つぎのような事例研究の方法をとることにしたい。
　無試験検定の認定手続きは免許種別によって異なっ
ていたし時期によっても異なる部分があったが、まず
①特定の時期を選び出して、それを事例の固まりとし
て検討することにする。この場合の特定の時期とは、
『県報』登載の「告示」によって免許状授与者が公示
される、その前後の時期をさしている。免許状授与の

評決は小学校教員検定委員会（以下、検定委員会と略
記）でなされたが、免許の種類によっては、複数回の
検定委員会にまたがってそれがなされており（仮合格
と合格の評決）、したがってある最終的な評決の内実
を確かめるためにはそこから何回かの検定委員会を
遡って検討しなければならないのである。その一連の
過程を事例の固まりとして分析することにした。②事
例は、当然のことながら、代表的な事例とする。当該
時期における事例としての代表性を備え、かつ上記の
三点を明らかにし得る事例を分析対象としていきた
い。③以上をふまえ、本稿では、大きくは （大正
）年度を主たる対象年度とし、なかでも同年 月
日付告示 号（以下、「告示 」と略記）を代表的
事例として分析を進めていきたい。この告示ではすべ
ての種別に免許状授与者が存在したし、この告示内容
を決定した検定委員会では、従前の仮合格者について
の最終評決と次回以降の検定委員会に付される仮合格
者の評決も含まれていた。この点で事例としての代表
性を備えていたと考えられるからである。なお、念の
ために断っておけば、「告示 」は、教員免許状の地
域制限を撤廃した小学校令施行規則改正（同年 月
日）の適用以前のものであり、前節で触れた「小学校
教員無試験検定標準内規」にしたがって決定されたも
のである。
　さて、この「告示 」では 名の者に免許状が授
与されていた。内訳は、小本正 名、尋本正 名、小
専正 名、小准 名、尋准 名である。しかし、この
告示内容を決定した検定委員会（ 月 日付文書）で
評決の対象とされた者は合計 名（小本正 名、尋本
正 名、小専正 名、小准 名、尋准 名）であった。
つまり、一方では従前の仮合格者についての最終評決
数が含まれ、他方では次回以降に最終評決される仮合
格者数が含まれ、その合計が 名ということになるの
である。この 名に対する評決を分類するとつぎのよ
うになる 。
　〔 〕合格Ⅰ……出願免許種別の要件を満たしている

と判断された者であり、いわば即合格の者であ
る。小本正 名、尋本正 名、小専正 名、小准
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名、尋准 名の合計 名がこれに該当する。
　〔 〕合格Ⅱ……従前に仮合格とされていた者が、こ

の検定委員会において最終的に合格と評決された
者である。小本正 名、尋本正 名の合計 名が
これに該当する。具体的には後述するが、小本正
と尋本正については、一定の要件を満たした者を
まず仮合格とし、検定委員会による「実地授業視
察」を経た後に、最終評決が下されるという手続
きがとられていた。これが仮合格の意味である。

　〔 〕仮合格……この検定委員会において実地授業視
察を要すとの仮決定がなされた者、つまり仮合格
者である。小本正 名、尋本正 名の合計 名が
これに該当する。ちなみにこの 名は、同年 月
までに合格の最終評決がなされ、それぞれに免許
状が授与されている。

　〔 〕「試験検定ニ移ス」……出願免許種別の要件を
一部満たしていないと判断された者であり、その
不足部分について試験検定を受験することを求め
られた者であり、実質的な不合格者である。この
事例では特定科目（教育科）を受験せよとの評決
が下されている。出願者の意思確認が郡市当局を
とおしてなされ、直近の試験検定を受けるよう指
示がなされていた。尋本正 名、小専正 名の
名がこれに該当する。

　〔 〕「調査ヲ要ス」……評決に際して追加調査を要
すとされた者である。小准 名がこれに該当する
が、のちに「不合格」の評決がなされた。この事
例では「近時精神状態ニ異常」がその理由であった。

　〔 〕不明……資料的に最終的な結果を確認できない
者である。尋本正出願者 名がこれに該当する。

　以上の評決結果から読み取ることができる認定対象
事項、つまり評決の判断材料とされた事項はつぎのよ
うに抽出できる。①修学歴（卒業時の学業成績を含
む）、②教職勤務年数（職歴を含む）、③実践的技量、
④性行の 項目である。無試験検定の占める割合が相
対的に高かった免許種別（小本正、尋本正、小准）に
ついて、それぞれ立ち入って検討してみたい。

．修学歴と勤務年数
　まず小准について。免許状出願者は 名であり、
名を除いて（上記〔 〕）合格していた。合格者 名は
すべて中学校ないしは高等女学校の卒業者である。

「標準内規」の規定どおり、中・高女卒者は、例外は
あるにしても（後述）、出願すれば小准免許状が授与
されていたのである。合格者のうち 名が高女卒者で
あり、なかでも私立高等女学校（東華高等女学校、仙
台高等女学校）の卒業者が 名を占めていた。この
名は、卒業が （大正元）年あるいは （大正 ）
年の 月であり、卒業と同時にあるいは短期間の代用
教員勤務を経て、小准免許状を出願していたことにな
る。小学校教員が高女卒者にとって有力な進路選択の
ひとつになりつつある状況を窺うことができる。
　尋本正について。出願者は 名であり、その評決の
内訳は、即合格が 名（上記〔 〕）、合格が 名（上記
〔 〕）、仮合格が 名（上記〔 〕）、不合格が 名（上記
〔 〕）、不明が 名（上記〔 〕）であった。合格者 名（上
記〔 〕と〔 〕）のうち 名は他県で尋本正免許状を取
得したものであり、即合格となっている（上記〔 〕）。
名は小准からの免許状上進出願者であり、 名全員
が高女卒の学歴を有していた。つまり、高女卒業後に
小准免許状を取得し、その後数年の教職勤務を経て尋
本正の無試験検定に出願し、免許状を授与されたのが
この者たちである。勤務年数は、最短が 年 箇月、
最長が 年であった。「標準内規」の定める最短の勤
務年数が 箇年であったことからすると、それが厳密
に守られていたわけではなかったことが判る。なお、
尋本正については、検定委員会の実地授業視察が免許
状授与の条件にされていたが、これについては後述する。
　一方、尋本正出願者でも、「試験検定ニ移ス」とい
う実質的不合格の評決がなされた者が 名いた。不合
格の要因は逆からみれば合格の要件でもある。この
名はいずれも中・高女卒の学歴を有しており、その点
では合格者・仮合格者（上記〔 〕〔 〕）と異なるとこ
ろはなかった。異なっていたのは勤務年数であり卒業
時の成績であった。在学中の「教育科」の履修の有無
もたしかに注目されている。合格者・仮合格者は全員
が「教育科」を履修していたのに対して、不合格者は
出願時までにその修学歴をもっていない者が多い。し
かし、これが合否の決定的要因となっていたわけでは
なく、履修していても不合格となった者はいたのであ
る。主たる要因は、「標準内規」の定めるとおり、勤
務年数であり卒業時の成績だったのである。評決の実
際をみてみると、不合格者は勤務年数（男子 年、女
子 年）を満たしていない者が多かったし、勤務年数
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を満たした者でも、卒業時の成績が「標準内規」の定
める範囲内（総員の ／ 以内）にない者は不合格の
判断がなされていた。たとえば、 （中学校卒、
年 箇月）は 名中 番で不合格、 （中学校卒、
年 箇月）は 名中 番で不合格、 （高等女

学校卒、 年 箇月）は 名中 番で不合格、といっ
た具合であった 。ちなみに、このときに「試験検定
ニ移ス」と評決された者は、全員が試験検定（「教育
科」）を受験する意思を表明していたが、結果をみる
かぎり、合格したのは僅か 名に過ぎなかった 。
　つぎに小本正について。評決対象となった出願者は
名であり、その評決の内訳は、即合格が 名（上記

〔 〕）、合格が 名（上記〔 〕）、仮合格が 名（上記〔 〕）
である。不合格者はいない。合格者 名（上記〔 〕〔 〕）
のうち 名は他府県で小本正免許状を取得した者であ
り 、残りの 名が尋本正からの免許状上進出願者で
ある。 名とも高女卒の学歴をもっており、在学中に
「教育科」も履修していた。つまり、高女卒業後に小
准免許状を取得し、尋本正へと上進し、その後数年の
教職勤務を経て小本正の無試験検定に出願し、免許状
を授与されたのがこの者たちである。通算の教職経験
年数は、最短が 年 箇月、最長が 年 箇月であっ
た。小本正についても、尋本正同様、検定委員会によ
る実地授業視察が免許状授与の条件とされていた。

．実践的技量
上述したように、尋本正と小本正については、その
認定手続きに検定委員会による実地授業視察が組み込
まれていた。常任委員が出願者の勤務校に出向いて実
地の授業視察を行い、それが評決の判断材料にされて
いた。書面審査だけではなく実地審査が組み込まれて
いた点で、まさしく実践的技量の如何が認定対象にさ
れていたのである。尋本正（尋常科のみの担任）と小
本正（尋常科および高等科の担任）の違いはあれ、単
独で授業を担当する正教員の場合には、教授補助に職

務が限定された准教員とは異なる技量の確かさが求め
られるという建前が、こうした実地視察を組み込んだ
理由だったと考えられる。ただし、結果をみる限り、
小本正出願者に対して尋本正ならば「可」とする評決
が下される例がまれに見られたが 、たいていは合格
の評決が下されていたようである。「告示 」の場合
も、尋本正出願者 名と小本正出願者 名に関して実
地視察が行われ、そのうえで合格の最終評決が下され
ていた。教員検定関係簿冊にはその際の「復命書」が
全員分編綴されている 。この復命書を分析すること
によって実地授業視察がどのように行われたのかを見
てみよう。ちなみに、このときの実地授業不合格者は
いなかった。
　まず視察の概要はつぎのとおりである。このときの
視察は 名の常任委員が担当した。一人は宮城県師範
学校附属小学校主事の片桐佐太郎（ 名を担当）、も
う一人は視学の菊池忠良（ 名を担当）である。とく
に片桐の場合は、 月 日～ 月 日までの 日間連
続で実地視察を行っていた。この年の 月 日が日曜
日に当たるので実際には 日間であり、 日最低 名
（勤務校が異なる）をこなしていたことになる（ 月
日には 名）。視察は 校時に限った授業視察であ
り、その視察結果が菊版 行罫紙 ～ 頁に記されて
いた。評定は両者で異なっており、片桐は 点満点
で点数化していたのに対して、菊池は「合格可然ト認
ム」と記していた。このようなタイトな日程と 校時
に限られた視察からしてその実質は表層的にならざる
を得なかったろうし、評定の定型的基準もなかったも
のと推測され、勢いそれは視察者の見識に依存した視
察と復命にならざるを得なかったものと推測される。
　復命書はおおよそつぎのような構成をとっていた。
まず、授業者の担当学年・教科・教材が記され、つい
で授業の進行具合が簡略的に記される。その後に、「教
順」「教式」「教様」「教弁」について、また授業中の
言語（明晰の良否、訛りの有無）や態度について、そ
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　以下、氏名はイニシャルで表記する。
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れぞれ短評が記され（とくに片桐）、児童の管理と訓
練の良否についても評価が記される。これが一般的な
構成であった。その他に、特徴点が記されることが
あったが、肯定的評価事項を拾ってみると、児童の自
発的活動の活発さ、教材の具体化・郷土化の工夫（片
桐が高い評価）、児童の興味喚起の有無、自学自習の
導入などが特記されていた。
　以上の視察概要と復命内容にしたがえば、実地授業
視察の性格はつぎのように捉えることができるだろ
う。それは、授業の巧拙を評価して技量の向上を目指
すような性格のものではなく、正教員として単独で授
業を担当することに支障がないかどうかという意味で
の最低限の実践的技量の確認を目的としたものであ
り、まさしくそうした意味において認定を本質とする
視察なのであった。正教員の確保はこの時期の行政当
局にとっての重要課題であり、そうした政策的バイア
スが、この実地視察の場合にも当てはまっていたので
ある。

．性行
　教員検定は「学力」「身体」と並んで「性行」につ
いてこれを行うと規定されていた。無試験検定の実施
過程においてもこれが認定の対象項目とされていたこ
とは間違いない。検定委員会に提出された判定資料で
ある「成績調」（注 ）において、出願者それぞれに
ついて性行が特記されていたからである（ただし全員
ではない）。たとえば、「善良ニシテ職務ニ励精」とか
｢性質温和品行方正ニシテ事ニ当ルニ熱心ナリ｣といっ
た記述である。この性行記述を検討する場合に 点に
注目する必要があるだろう。第一はそれがどのように
調査されたのかという経緯である。第二は性行記述の
内容である。第三は性行の如何が認定（合否）にどう
影響したのかという点である。ただ残念ながら、本稿
が取りあげている事例では、関連する出願書類一式
を編綴した簿冊を欠いており、上記の点について詳細
を知ることができない。そこで、前後の時期も参照し
ながらこのことに迫ってみたい。

　まず第一点目の経緯についてである。事柄の性格
上、出願者の提出書類に性行を記した書類が含まれる
ことはまずない。それは別の方法で県当局に情報が集
められたと考えざるを得ない。推測できるのはつぎの
ふたつの方法である。ひとつは、郡市当局が出願書類
を県当局に一括進達する際に、その進達書中に性行を
記す場合である。実際に、 （大正 ）年段階では、
そのような進達書を見出すことができるのである。も
うひとつは、出願書類受領後に県当局が性行調査を行
う場合である。たとえばつぎのような事例がみられ
る。小准出願者の （ 年 月高女卒、代用教
員勤務 箇月）について、「我侭ノ傾アルモ其性質怜
悧ナリ言語普通行状善良（中略）我侭ノ点ニツキ出身
学校長ニ質セシニ学用品ハ一定ノ物ヲ用ヒ又室内整頓
ハ他人ノ為スヲ喜ハサル如シ教員タルニ不都合ナシト
云フ」 という記述である。「我侭ノ傾」という何とも
通俗的内容の疑義であるが、この事例では、卒業学校
長に性行の照会がなされていたことを確認することが
できるのである。いずれにしても、検定委員会で評決
を下す前段階において、在職者については郡市長を、
中等学校卒業者については卒業学校長を、また他府県
からの出願者については当該府県当局を介して、それ
ぞれ性行に関する情報が収集されたと考えられる。そ
してまた、検定委員会の評決で疑義ありとされた出願
者については、再度の性行調査が行われたようでもあ
る。たとえば、小准出願者の （ 年 月高女卒、
代用教員勤務なし）について、「従順ニシテ勤勉ナレ
ドモ稍締リナシ」との記述について「性行調査ヲ要ス」
との仮決定がなされ、次回委員会において「性行稍締
リナシノ内容　物品ノ取扱等稍不整頓ニ陥ルコトアル
意ニ過ギズ」との調査結果が確認され、合格とされて
いた 。これもまた内容自体は通俗的という他ないが、
ネガティブな性行記述が再度の性行調査につながって
いたのである。
　第二点目は性行記述の内容である。 （大正 ）
年の合格者の性行記述を拾い出してみるとつぎのよう
になる。「性質温和品行方正ニシテ事ニ当ルニ熱心ナ
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リ」（小准）「温厚ニシテ職務ニ忠実信義ヲ守リ他ニ対
シテ親切ナリ」（小准）「善良ニシテ職務ニ精励」（尋
本正）「人物性行（良）」（小本正）「人物温厚篤実品行
方正」（小准）。内容は人物評価や職務態度の評価であ
り、記述の仕方は漠とした短評である。後年の文書に
みる県当局からの照会も「教員タルニ不都合ノ行為ナ
キカ」といった大雑把な内容であり、これに対する回
答もルーティンとしかいいようのない漠然とした内容
であった 。いえることは、｢性質温和｣「温厚篤実」
「品行方正」「職務ニ忠実」「信義ヲ守リ」といった常
套句が用いられているが、それ自体は教員としての適
格性をポジティブに明示する内容とはいい難く、むし
ろ通俗的道徳律そのものであったことである。つまり
は、通俗道徳的世界でのネガティブな要素を洗い出す
ことが性行調査の実際上の役割であり、また性行記述
の内容でもあったのである。
　第三点は性行の認定への影響である。概していえ
ば、性行のみによって不合格となることはきわめて稀
であった。もちろん、性行を理由に不合格となったと
推定できる者がいなかったわけではない。「人物性行
不良」（ 、小准出願者）「……常軌ヲ逸シ教員ニハ
不適」（ Ｓ、小准出願者）と記された者は、両名と
も不合格の評決が下されていた。ここにいう「不良」
「常軌ヲ逸シ」の具体的内容は定かではないが、いず
れにしてもこれは例外というべきごく少数の事例であ
り、たいていは合格とされていたのである。
　以上によってみれば、性行が出願者すべてについて
事細かに調査され、それが修学歴や勤務年数と同等以
上の重みをもって判断材料とされたとは考えられな
い。通俗的道徳次元での良・不良という大雑把な二分
法のもとで、不良の虞のある者についてのみ性行が注
視されていたのであって、出願者の多くは「教員タル
ニ不都合」がないという意味での合格圏内にあったの
であった。この時期の無試験検定における性行調査は
きわめて大雑把であり、それが合否の認定に及ぼす影

響もさほど大きくはなかったといえるのである。

Ⅳ　無試験検定の実施過程（ ）

　無試験検定による免許状授与にもうひとつのルート
が用意されていた。施行規則第 条第 号の規定が
それである。府県知事が「特ニ適任ト認メタル者」に
免許状を授与する方法であり、「特別検定」 と称され
ることもあったが、端的には中等学校を卒業すること
なく免許状を取得した者により上位の免許状を授与す
る方法として運用されていた。いわば学歴不問の無試
験検定ということができる。その際に文部省は、とく
に正教員免許状を授与する場合の基準とでもいうべき
「調査標準」を示達し、地方庁からの申請を「認可」
するという手続きをとっていた（施行規則第 条）。
まずその「調査標準」の概要に触れておくことにする。
　この時期、「調査標準」は普通学務局通牒として
回示達されている 。ここでは、本稿が対象とする時
期を規定した （明治 ）年 月 日付のそれを検
討しておく。概要はつぎのとおりである（小専正につ
いては省略）。⑴対象者は、男子 歳以上、女子 歳
以上で、小学校教育に従事して「成績佳良ナル者」、
これが基礎的要件である。そのうえで、⑵小本正につ
いては、師範学校本科の学科程度に準じた「相当ノ学
力」を有し、とくに理科・数学に関して「補修ノ経歴
アル者」 で、①尋本正免許状を有し 箇年以上小学
校教育に従事している現職者、②小准免許状を有し
箇年以上高等小学校の教育に従事している現職者であ
ること、⑶尋本正については、小准あるいは尋准の免
許状を有し 箇年以上小学校教育に従事している現職
者で、師範学校簡易科の学科程度（施行規則 条）
に対照して「相当ノ学力」を有すること、とくに理科・
数学に関して「補修ノ経歴アル者」とされた。そして、
⑷添付すべき履歴書には「学業、業務、賞罰、雑」の
欄が設けられ、学業欄には、卒業証書および取得免許
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状の写しとともに、講習受講歴（講習科目とその時数）
を記入することが求められた。⑸申請にあたっては、
義務教育年限延長に伴って正教員の「学力」水準の向
上を図る必要があることから、「一層精密ノ調査」を
遂げて「其ノ成績抜群ノ者ニ限リ」申請すべきこと、
そして本人成績に関しては「実地視察」を行ったうえ
で申請せよと指示していた。つまりこの特別検定は、
基準年齢以上の現職教員を対象として、一定年数以上
の勤務経験と小本正・尋本正に相当する学力を有する
こと、そしてその学力を講習受講歴によって証明し得
ることを条件として、正教員の免許状を授与するとい
うものであった。
　ではこの特別検定はどのように実施されていたの
か。 （大正元）年 月 日付告示 号を事例と
して検討してみよう 。このときは宮城県当局からの
小本正出願者 名に対して、申請どおりに全員が認可
されていた 。以下、申請までの庁議の経過である。
当初、候補者とされたのは郡市当局の推薦者から選抜
された者 名であった。この 名について、履歴事項
の調査が改めて指示され、その際につぎの 項―「講
習科目、講習期間、講習時数、講師名」「成績優良ナ
ル事実ノ詳細」について特記すべき旨、郡市長に指示
された（ 月 日）。調査標準に示された講習受講歴
にくわえて勤務実績が詳細に調査されていた。そし
て、最終的には 名が文部省に上申され（履歴書添付、
実地視察者明記）、 月 日付で全員が認可された。
名が外されたのは、「尋常小学校本科正教員講習会」

（いわゆる学力補習講習会）での不成績が理由だった
ようである。「多年本県小学校ニ奉職シ其学力技能抜
群ニシテ且品行方正ナルノミナラス常ニ教授訓育等ノ
研鑽ニ努力シ将タ其担任ニ係ル児童ノ成績優良ナル」。
多年奉職したこと、学力優等・品行方正であること、
研鑽怠りなく実績が優良であること、これが 名の上
進理由であった。以上が実施経過である。
　さて、この特別検定の特徴は何よりも申請者の経歴
にあったというべきである。上記の 名は全員が尋本
正免許状所持者であったが、その取得方法は、 名が
師範学校簡易科卒の取得者である他は、教員検定（恐
らく試験検定）による免許状取得者であった。いい換

えれば、師範卒や中等学校卒の学歴をもたずに教員免
許状を取得した者であり、その意味でこの特別検定は
まさしく学歴不問の無試験検定だったのである。
　しかし同時に、この申請者には師範学校本科に準じ
た「相当ノ学力」が求められたのであり、そのために、
きわめて頻繁に、また熱心に、各種各様の講習を受講
している様子を窺うことができる。たとえば の場
合である。 （明治 ）年 月に師範学校簡易科卒
業後、日露戦争前後の 年間を除き、毎年何らかの講
習を受講して研鑽に励んでいた。それは、県主催の公
設講習会であったり県郡市教育会主催の私設講習会で
あったりしたが、居住地から離れた地区での講習会に
も足を運ぶ熱心さであった。履歴書に記された記録に
よれば、その延べ日数は 年間弱で 日、延べ時間
数は 時間にも及んでいた。受講科目を列挙すると
（重複は除く）、体操科、英語、数学、博物学、教育学、
植物学、地理、歴史、学校園、算術、教育病理学、修
身科教授法、簡易理科実験法であり、これに上記の学
力補習講習会がくわわるのである。この の場合は、
尋本正免許状取得後のこうした多種多様な講習の受講
と講習期間が師範学校本科に準じた「相当ノ学力」と
認定され、小本正免許状を授与されたのであった。ち
なみに 名の勤務年数は、最短が 年、最長が 年
箇月であり、たいていの者が年功加俸の受給者であった。
　以上のことから考えれば、この特別検定にはきわめ
て強い報奨的意味合いが込められていたということが
できる。何に対する報奨かといえば、長年の勤続に対
する報奨であり、地道な研鑽の蓄積に対する報奨であ
り、そうしたことの成果としての優良な実績を収めた
ことに対する報奨であった。特別検定は、正規の学校
教育を受けなくとも、努力と研鑽の積み重ねによって
有資格最上位の小本正にまで登りつめることができる
ルートとして用意され、またその事実を知らしめるこ
とによって他者の努力と研鑽の意欲を喚起する、免許
取得方法だったのである。
　ただしつぎの点は注意を要する。府県からの申請者
に対して、文部省がいわばフリーパスで正教員免許状
の授与を認可していたわけではなかった点である。正
教員確保に困難を感じていた地方庁が講習歴不十分な
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　『宮城県報』第 号（ 年 月 日）。
　関係文書はつぎの簿冊に一括して編綴されている。「宮城県庁文書　学校教職員　大正 年　 ‐ 」。



者にまで小本正免許状を授与すべく申請を行う傾向に
対して、つぎのように注意を促していたからである。
「地方ニヨリテハ補習ノ経歴不十分ナル尋常小学校正
教員ニ対シ無試験検定ニ依リ小学校本科正教員ノ免許
状ヲ授与セントシテ稟申相成候向モ有之」 と。義務
年限延長実施前年において、地方における正教員免許
状乱発を予測した警告であったといえよう。そして実
際にも、 （大正 ）年には、申請者 名中 名が
「理科数学等学力補修ノ経歴不充分」で「詮議不相成」
と文部省が拒絶している例も見られたのである 。大
正末期になると、講習を受講させることによって正教
員を大量に輩出する施策が展開されていくが、この時
期はまだ、免許状上進に制限的に対処し、免許行政が
緊張感をもって展開されていたとみることができる。
何れにしても、学歴不問の無試験検定による免許状
取得というルートがあり、毎年度一定数の正教員がこ
のルートで輩出されていたことを確認しておきたい。

結　語

　本稿では、無試験検定の実施過程にまで踏み込み、
〈外〉からは見えることのない認定手続きの実際を明
らかにし、免許状の授与要件の解明に努めてきた。授
与要件の実際を明らかにすることが免許状取得者の力
量の推定につながると考えたからである。しかし、重
要でありながら未だ十分に解明できていない点がいく
つかある。たとえば「教育科」履修の有無がどのよう
に扱われたのかという点である。師範学校で課されて
いた「教育科」は、中学校や高等女学校のカリキュラ
ムとの決定的な違いであり、小学校令施行規則にした
がえば、尋本正や小本正の出願者には当然にその履修
が求められたと理解するのが自然である。合格者のほ
とんどが在学中に「教育科」を履修していたのは事実
であるが、かといって「検定内規」においてそれが免
許状上進の要件と規定されていたわけではなかった。
この実際上と規定上の齟齬については十分に詰め切れ
なかった部分であり、なお検討を重ねなければならな

い。そうした意味で本稿はいくつかの重要な課題を残
したままであるが、そのことを承知しつつも、本稿の
検討からいい得ることをまとめておきたい。
　第一は、教員免許状授与者のなかに、師範学校卒業
でもなく試験検定でもなく、無試験検定という方法に
よって免許状を取得した者が一定の割合で存在したこ
とである。本稿が対象とした時期においては、単年度
あたりの免許状授与人員の ～ 割をこの無試験検定
合格者が占めていた。それは小本正、尋本正、小准に
多かったが、なかでも小准の場合はほとんどがこの方
法によって免許状を取得した者であった。冒頭に述べ
たことを改めて繰り返せば、そもそも無試験検定によ
る免許状取得者の存在がなければ、明治以降の小学校
教育は成り立ち行かなかったのであり、正教員不足と
いう状況のなかでは 、この小准といえども単独で授
業を担当せざるを得ないというのが小学校教育の実際
だったのである。
　第二は、無試験検定はおもに中学校や高等女学校の
卒業者を小学校教員界へと吸引する装置として用意さ
れ、その実際は免許状の序列的構成にしたがった免許
上進システムとして構築され運用されていたことであ
る。無試験検定は、免許状授与の方法ではあったが、
より的確には、免許上進制を前提とする免許状授与の
システムだったのである。本稿の事例研究にしたがえ
ば、中・高女卒業が小准免許状の授与という点で連動
しており、実際の小准免許取得者もほとんどが中・高
女卒者であり、尋本正・小本正免許取得者もまた多く
が小准・尋本正からの上進出願者だったのである。無
試験検定は、制度上も運用上も、おもに中等学校卒業
者に向けて開かれた免許上進システムを前提にしたそ
の吸引方策だったのである。
　第三は、出願者のどのような事項がどう認定された
のかという点についてである。基本的要件は「検定内
規」に規定されていたが、認定手続きの実際はそれに
尽きるものではなかった。小准の場合は、教職経験の
有無にかかわらず、中等学校卒業という学歴と教員と
して ｢不都合ノ行為」がないという意味での性行が、
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免許状授与の要件であった。しかし尋本正と小本正の
場合は認定の要件がより厳しく設定されていた。何よ
りもまず現職教員であることが基礎要件とされ、学歴
と性行にくわえて、一定年数の教職経験と一定水準の
実践的技量が求められていた。当然のことながら、小
本正は尋本正よりも勤務年数が長く設定されていた
が、一定年数の教職従事によって獲得される経験的技
量＝実践的技量が要件として求められていたのであ
る。この場合、勤務年数の要求は、正教員確保という
実際的理由があったことは当然としても、それだけで
はなく、その間の教職実務経験によって職務遂行に必
要な教育技術の習得を可能ならしめるという意図が込
められていたと考えられる。実際の認定手続きにおい
て「実地授業視察」が組み込まれていたことにそうし
た意図を読み取ることができる。ただし、授与要件の
実際がこれらに尽きるものであったのかどうかも俄か
には断定しがたい。というのは、出願者の履歴書には
各種講習の受講歴が事細かに記されるのが常例だった
からである。それは、講習受講歴が必須要件とされた
特別検定出願者（上記Ⅳ）の場合に限ったことではな
かった。講習受講歴が表向き免許上進の要件として規
定されることはなかったにしても、認定の実際におい
ては、その有無や多寡が勘案されたであろうことは推
測に難くないのである。やはり、講習受講による自己
研鑽に努めていることが、潜在的な意味での授与要件
ではなかったのかと推測される 。
　第四は、これも改めて繰り返すことになるが、小学
校教員界の実際は、免許種別と取得方法を異にする多
様な者から構成され、その違いが小学校教員としての
力量と性向にもある種の雑多性をもたらしていたであ
ろうと考えられることである。取得方法は大きくは師
範卒、無試験検定、試験検定に分けられたが、師範学
校卒業者でさえ一部と二部とでは修学歴や修学環境に
違いがあったことは、この後展開される一部と二部を
めぐる本体論の議論が教えてくれるところである。本
稿で検討した無試験検定の場合でも、小准免許状取得
までの修学歴は中学校や高等女学校であり、教員養成
を目的としたカリキュラムと修学環境のもとで養成さ
れたわけではなかった。試験検定の場合は、建前上は

年齢以外に受験資格の制限がなく、したがって無試験
検定以上に間口が広かったはずであり、より多様で雑
多な修学歴をもつ者が挑戦していったと考えて差し支
えない。小学校教員の養成と供給は、教員不足（とり
わけ正教員不足）という近代日本の小学校教育が恒常
的に抱え込んでいた事態の故に、さまざまな方法と
ルートによって補充が図られてきたというのが実際の
姿なのである。そうしたことの当然の帰結として、小
学校教員界の実際は、出自（取得方法）と種別（免許
種別）を異にする多様で雑多な者から構成され、そう
した者たちの同居性という点にこそ特徴があったとみ
るべきであろう。こうした実際への視線を欠いた教員
史研究はリアリティーを欠いたものにならざるを得な
いだろうし、それはまた、数々の教員施策の分析にお
いてもその歴史的意味を十分に捉えることができない
のではあるまいか。
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付　記

　本稿の脱稿後につぎのふたつの論考に接した。釜田
史「明治前期秋田県における小学校教員検定試験制度
に関する研究」（神戸大学大学院人間発達環境学研究
科『研究紀要』第 巻第 号、 年 月 日）、山
本朗登「明治期兵庫県における小学校教員検定試験制
度の成立過程に関する研究」（同前・同号）。何れも、
秋田県と兵庫県をフィールドとした試験検定制度に関
する研究であり、本稿の脚注 の先行研究に追加して
おきたい。
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　わが国の教育社会の特徴として講演会や講習会の広範な開設が指摘されるが、その分析を行っていく際に、教員の職能向上という
観点だけでなく、こうした「実利」的な観点も重視される必要があるのではないか。


